
下水道事業における 

省エネ・創エネの取り組みについて 

須方 勝義 

兵庫県 土木部 上下水道課 （〒650-8567兵庫県神戸市中央区下山手通5-10-1） 

 兵庫県では，下水の安定的な処理を実現するため，老朽化した下水処理施設の改築更新を進

めている．一方で，地球温暖化防止の観点から，こうした改築更新を行う際には，設備の省エ

ネ化・創エネ化を検討して消費電力の削減に努めることとしている．本論文では，今後の下水

処理施設の改築更新において，どのように消費電力の削減に取り組んでいくかについて述べる．

キーワード 下水処理，省エネ・創エネ，ストックマネジメント計画

1. はじめに 

1980年代に建設のピークを迎えた下水処理施設は，老

朽化が進んでおり，兵庫県では，下水の安定的な処理を

実現するため，ストックマネジメント計画に基づき，順

次これらの施設の改築更新を進めている．一方で，地球

温暖化防止の観点から，2021年に閣議決定された地球温

暖化対策計画の中で，下水道分野における2030年度の温

室効果ガス排出量を2013年度比で208万ｔ削減する目標

が掲げられ，消費電力の削減が求められている．そこで，

本県における下水処理施設の改築更新を行う際には，設

備の省エネ化・創エネ化を検討して消費電力の削減に努

めることとしている． 

本論文では，本県における今後の下水処理施設の改築

更新において，どのように省エネ・創エネに取り組んで

いくかについて述べる． 

2. 本県の下水処理施設の電力使用状況と電力削

減の優先順位

(1) 水処理施設について 

本県で管理している流域下水道の水処理施設である武

庫川上流浄化センターは，下水道管路を流れてきた汚水

を処理し，河川に放流するための施設である． 

 当該施設では，反応タンクに汚水を流入させ，反応タ

ンク内に存在する活性汚泥と呼ばれる微生物に酸素を供

給し，微生物の活動を活性化させることで汚水を処理し

ている（図-1）． 

 当該施設で使用している電力は大きく分けて，施設に

流入してきた汚水を汲み上げる「揚水用」の電力，処理

水槽の底面に沈殿した汚泥を掻き寄せる「掻き寄せ機

用」の電力，反応タンク内に空気を送るための「送風機 

図-1  武庫川上流浄化センターの汚水処理フロー 
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用」の電力，汚水を処理する際に発生した下水汚泥を汚 

泥処理施設へ送るための「送泥用」の電力，「照明その

他」の電力があり，「送風機用」の電力が46％と最も大

きく（図-2），当該施設の電力削減には「送風機用」の

電力の削減が効果的であることが分かる． 

 

 

図-2  水処理施設の電力内訳 1) 

 

(2)   汚泥処理施設について 

 本県で管理している流域下水道の汚泥処理施設である

兵庫東流域下水汚泥広域処理場は，水処理施設で発生し

た汚泥を濃縮，脱水，焼却する施設である． 

 当該施設で使用している電力は大きく分けて，汚泥を

濃縮・脱水するための「汚泥処理用」の電力，汚泥を焼

却するための「焼却炉用」の電力，「照明その他」の電

力があり，「焼却炉用」の電力が57％と最も大きく（図

-3），汚泥処理施設の電力削減には，「焼却炉用」の電

力の削減が効果的であることが分かる． 

 

 

図-3  汚泥処理施設の電力内訳 1) 

 

3.  省エネ及び創エネについての課題と対応 

 

 電力削減の手法として，省エネ・創エネ設備への改築

更新とポンプの運転台数の見直し等，運転管理の最適化

の二種類の手法がある．電力削減に取り組んでいる他の

都道府県では，その二種類の手法を別々に用いて電力削

減を行っているケースがあるが，本県では，施設安定稼

働の観点から，老朽化設備の更新を行う際に更新設備の

省エネ化と関連設備の運転管理の最適化を併せて行って

いる．ただし設備の創エネ化については，システムの大

幅な変更を伴うため，検討する機会は多くない． 

 

(1)  省エネについての課題と対応 

 神戸市北部，西宮市北部，三田市の下水処理を担う武

庫川上流浄化センターでは，散気装置（図-4）と散気装

置に空気を供給する送風機（図-5）が設置後３０年が経

過し，老朽化していたことから，施設の安定稼働と省エ

ネを両立できる設備に更新する必要があり，更新機種の

選定が課題となっていた． 

 

  

図-4  散気装置 2) 

 

  

図-5  送風機 3) 

 

a)散気装置の機種選定 

 散気装置の機種選定をするにあたり，酸素移動効率，

圧力損失，維持管理性，実績の観点から検討を行った． 

 酸素移動効率は水中に供給された空気のうち，実際に

水に溶け込んだ酸素の割合を示す指標であり，酸素移動

効率が高ければ，その分送風機から供給する空気を減ら

すことができ，電力削減につながる．また，圧力損失は

散気装置から空気を水中に放出する際の抵抗であり，圧

力損失が小さければ送風機の動力を低減でき，省エネに

つながる． 
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 検討の結果，微細な気泡の発生により酸素移動効率を 

大きくでき，圧力損失も小さく省エネ性に優れ，維持管

理性と実績においても優位であり，施設安定稼働につな 

がるとの考えから，低圧損型メンブレンパイプ式散気装

置を選定することとした（図-6）． 

 

b)送風機の機種選定 

 送風機の機種を選定するにあたり，省エネの指標であ 

る総合効率，重量，維持管理性，イニシャルコストと20 

年間のランニングコストを含めたトータルコストの観点 

から検討を行った．なお，既設の送風機は単段ターボブ

ロアであり，更新機器の重量が既設よりも大きくなる場

合は，別途構造計算により建物の構造が送風機の重量に

耐えられるかどうか複雑な検討が必要となる． 

 検討の結果，羽根車の回転軸を磁気で浮上させて運転

を行うことから，軸と軸受けの摩擦によるエネルギー損

失が少なく高効率であり，重量，維持管理性，トータル

コストも優位となる高速軸浮上式ターボブロアを選定す

ることとした（図-7）． 

 

 

図-6  散気装置の機種選定 

 

 

図-7  送風機の機種選定 
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(2)  創エネについての課題と対応 

 武庫川上流・下流流域下水道及び尼崎市，西宮市，芦

屋市の公共下水道の汚泥処理を担う兵庫東流域下水汚泥

広域処理場では，2，3号焼却炉が老朽化しており，汚泥

の安定処理及び創エネを目的とした改築更新として，

2021年（R3年）より約500億円をかけて消化施設及び固

形燃料化施設の建設を行っている．本施設は官民連携に

より，汚泥から消化ガス（バイオガス）を取り出すとと

もに固形燃料化を行い発電に利用するものである（図-

8）． 

 本施設の建設は，設計と工事監理を日本下水道事業団

に委託し進めているが，更新範囲と工事規模が大きいた

め，県が直営で管理している他工事へ影響する部分もあ

り，工事間の調整が課題である． 

 課題への対応として，今後予定される工事の設計の委

託仕様書に本工事との関連する部分について，本工事へ

の影響を十分検討した上で，設計に反映する旨を記載し，

関連部署と協力の下，設計を進めることとしている．ま

た，現在進行中の工事については，月に一度の安全協議

会で処理場内の通行規制，停電，設備停止に伴う汚泥の

受入停止等の情報を共有し，工事間の調整不足によるト

ラブルを未然に防止することとしている． 

 

4.  今後の方策について 

 

(1)  省エネについて 

 武庫川上流浄化センターにおける散気装置及び送風機 

の更新により，汚水1m3あたりを処理するための電力使

用量である電力原単位(kWh/m3)が2018年（H30年）に対し

2024年（R6年）は8.6%低減できており，省エネ効果があ

ることが確認できた（図-9）． 

今後は散気装置及び送風機の更新が必要な他処理場に

おいても今回の内容を水平展開していき，本県が管理す 

る処理場の省エネを進めていく． 

 

 

 

図-9  武庫川上流浄化センターにおける電力原単位 

 

(2)  創エネについて 

 兵庫東流域下水汚泥広域処理場の消化施設及び固形燃

料化施設は2027年（R9年）12月末に本格稼働を開始する

予定であり，稼働開始後は，消化ガスを用いた発電によ

り年間15,000MWh（約4,600世帯分）の発電量と火力発電

所の補助燃料として9,900t（発熱量；約11MJ/kg）の固

形燃料が得られ，年間14,600tのCO2（22,000世帯分）を

削減できる見込みである．引き続き他工事との調整や設

計への反映を行っていきトラブルの未然防止に努めると

ともに，今後予定している兵庫西流域下水汚泥広域処理

場の溶融炉や加古川上流浄化センターの焼却炉の改築工

事へ情報共有を行う． 

 

 

 

図-8  消化施設及び固形燃料化施設の概要 4)
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5.  おわりに 

 本論文の作成にあたり，下水処理施設の省エネ・創エ

ネは効果が大きく，まだまだ実施の余地があることを知

ることができた．また，下水処理の技術はまだまだ発展

途上であり，消化ガスから水素を取り出す技術等，多数

の新技術の開発が進められている．このような新技術に

もアンテナを張りながら，下水処理の安定処理とさらな

る省エネ・創エネに努めていきたい． 
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